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午前１０時００分 開議

定足数に達しており○議長（馬場騎一君）

ますので、３日目の本会議を開きます。

本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第３号をもって進めます。

─────────────────

◎日程第１ 市政に対する一般質問

日程第１ きのうに○議長（馬場騎一君）

引き続き市政に対する一般質問を行います。

３番奥本菜保巳議員の登壇を願います。

おはようございま○３番（奥本菜保巳君）

す。日本共産党奥本菜保巳でございます。

ことし、アメリカでは黒人初の大統領が誕

生し、歴史的変化が起きました。そして、日

本でも、８月３０日投開票の総選挙により、

これまでの五十数年にわたる長い政権に終止

符を打ち、新しい日本の幕あけとなる一歩を

踏み出しました。

これからの新政権には、国民が本当に求め

ている政治を実現できるのかが問われてきま

す。そのためには、国民の運動による新政権

のチェックがこれから重要な役割を担ってい

くことになります。そのことを国民一人一人

が肝に銘じ行動していくことが、真の国民要

求実現への道だと考えます。

それでは、一般質問に入ります。

第１の質問、基地問題の１点目、米軍人・

家族の基地内居住推進について伺います。

米軍用基地外住宅は、米軍三沢基地の軍

人・家族や軍属、単身者・独身者が基地外に

居住するため建設された賃貸住宅ですが、あ

くまで米軍と民間業者との契約による経済活

動と言えます。

しかし、基地外にある賃貸住宅は数棟まと

まった形態をとっている場合が多く、その一

帯は基地の外にある米軍基地と定義され、基

地外居住の広がりともなれば、事実上の基地

の拡張となること。また、基地外賃貸住宅が

無秩序にふえていけば、古い物件が空き家だ

らけになる問題も起こります。さらに、基地

外に居住する米軍人やその家族による酒気帯

びや飲酒運転などの違反や事件・事故も、後

を絶たない現状にあります。これらを踏ま

え、行政として、基地外居住のあり方を考え

ていかなければなりません。

今回の米軍による基地内居住推進について

の新聞報道によると、沖縄嘉手納基地に続

き、米軍三沢基地が軍人・家族の基地内居住

を推進する方針を記した書類にディビット・

スティルウェル司令官が署名し、２８日まで

に同方針が正式に発効したとありました。そ

れを受けて三沢市は、３１日に基地外居住を

制限しないように求める要望書を、種市市

長、馬場議長の連名で司令官に手渡したとあ

りました。会談は非公開で、スティルウェル

司令官からは、推進策は、在日米軍司令官か

らの指示であることを説明した上で、地域経

済への影響は最小限にとどめたいと述べたと

ありました。

そこで、伺います。

この一連の新聞報道に対し、事実関係を詳

しく、市の対応についてのこれまでの経緯を

伺います。

次に、基地問題の２点目、これからの基地

とのかかわりについて伺います。

皆さん御承知のとおり、政権がかわりまし

た。新政権は、今後さまざまな無駄を削って

いくという方針を打ち出しています。米軍へ

の思いやり予算も例外ではありません。

また、米国のオバマ大統領は、厳しいアメ

リカの財政の立て直しのため、軍事費の削減

を掲げています。これまでのブッシュ政権と

は確実に変化しています。今回の基地内居住

推進への急な方針転換にもあらわれているよ

うに、米軍はいつでも自分らの都合のみで動

き、日本には常に負担を強いてきました。い

つまでも米軍基地に依存した経済を推し進め

ていって、これから三沢市の発展はあるので

しょうか。

北朝鮮の脅威、中東アフガニスタンにおけ

るテロとの戦いなどの問題はあります。しか

し、今、世界は確実にアメリカの一国覇権主

義から脱却し、大きく平和へのうねりが広

がっています。オバマ大統領は、核兵器のな
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い世界を追求することを国家目標とすると宣

言いたしました。

また、軍事によらない平和的解決をうたっ

ている東南アジア諸国連合を中心とする東南

アジア友好協力条約では、ＥＵとアメリカの

加盟によって５２カ国になり、人口の合計は

世界人口の６８％にふえ、世界を覆う一大潮

流となっています。中南米においても変化を

遂げています。

このような世界の動き、新政権の動きを

しっかりと検証し、三沢市としてのこれから

の基地とのかかわりを考えていかなければな

りません。新政権の政策にもある日米地位協

定の見直し、これからの基地との共存共栄の

あり方、その三沢市の考えを伺います。

次に、第２の質問ですが、住民投票条例に

ついて伺います。

これまで、三沢市は、防衛等の補助金を活

用し多くの大型公共事業を推し進めてきまし

た。しかしながら、この事業の中には、本当

に市民の要求に即した事業なのか、そう疑問

に思うものも少なからずあります。市民の中

でも不満や不安、疑問の声を上げる方々がお

られます。

市民温水プールは、ごみの焼却炉の熱を利

用するために、市街地よりかなり遠いところ

に建設されました。市街地よりかなり遠いと

ころに建設されたことによって、利用したく

ても車がないと行けない。子供たちだけで

は、バスの運行状況から見ても利用できな

い。不便なため利用者も少ない。そして、何

より問題なのは、ごみの焼却熱を利用してい

ないことが判明したからです。それは、建設

してすぐにふぐあいが発覚、当初から燃料は

灯油を使用していたということです。焼却炉

の熱が利用できないのであれば、何のために

不便なところに建設したのか。

次に、斗南藩記念観光村についても疑問の

声を聞きます。なぜ市街地から遠く、交通量

も少ない不便なところに２０億円もの税金

を、補助金とはいえ、投入しなければならな

かったのか。一度も行ったことがないという

市民の方もいます。斗南藩記念観光村の近く

に住む方からも、イベントがなければほとん

ど人が来ないような施設より、老人ホームを

建ててほしかったなどの声もありました。

(仮称)アメリカ村区画整理事業について

も、最終的には８０億円を超える税金が投入

されるということですが、いまだ明るい兆し

が見えていません。税金の無駄遣いではない

のかという不満や疑問の声があります。

新市立三沢病院も、なぜあんなに遠くに建

設されるのか、お年寄りの方々が嘆いていま

す。こういった一連の市民の方々の不満の声

を聞きました。

これまで、本当に重要な大型公共事業に対

し市民の声やニーズが反映されてきたのか、

市が市民を交えての協議会を何度も開催し決

定してきたとは言っても、心から満足してい

る市民の声が聞こえてこないのはなぜでしょ

うか。

先日、ある新聞記事に目がとまりました。

その記事には、東京都小金井市議会は、こと

し３月中旬、市民参加条例の改正案を可決し

たとありました。投票者数の１３％の署名が

あれば、議会の議決なしに住民投票を実施で

きるという内容です。そのいきさつは、既に

用地はあるのに駅前に土地を購入するのは税

金の無駄遣いとして、新しい市庁舎をＪＲ駅

前に建設しようという計画に反対し、住民団

体が、１月、住民投票条例の制定を求めて直

接請求したが、議会で否決されたことを受け

て、市議が提案したとありました。憲法で

は、国会は唯一の立法機関だが、地方議会は

議事機関として議会を設置すると規定するだ

け、地方自治法では、住民にも条例の制定・

改廃権を認めており、間接民主制の国政に対

し地方自治は直接民主制が色濃い。住民投票

のルールを定めた基本法は、欧米では常識

で、韓国、台湾をはじめ、アジアでも調いつ

つある。国内でも、最近、身近な問題での住

民投票がふえており、法制化で住民参加が一

層進むだろう。

私は、この新聞記事を読み、ある市民の方
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にこの条例の話をしたところ、それはいいこ

とだと賛同していただきました。市民にとっ

て重要な事案に対しては、もっと住民が市政

に直接かかわることができる住民自治・住民

参加型の直接民主制という、地方自治の観点

からしても有効である住民投票条例を制定す

るべきだと考えます。この住民投票条例に

よって、住民が直接かかわることができると

なれば、市民の皆さんがもっと市政に関心を

持ち、監視することができると思います。

三沢市や住民にとって重要な事案に関して

は、住民が直接参加できるという住民投票条

例を、三沢市として制定する必要があると思

いますが、その考えを伺います。

次に、第３の質問、自殺対策について伺い

ます。

昨年１０月から始まった世界金融危機によ

る経済・雇用悪化は、一向に回復の兆しが見

えてきません。失業率は過去最高となり、ハ

ローワーク三沢における求人倍率も０.２０

と、依然として厳しい状況が続いています。

中小零細企業の方々も、景気が回復せず、経

営難に苦しんでいます。リストラや企業倒産

も後を絶たない中、自殺者も７月までに１万

９,８５９人と、過去最悪に近づくペースと

なっています。

三沢市では、種市市長をはじめ、執行部が

昨年末からこの緊急事態に対応し、三沢市緊

急経済雇用対策本部を立ち上げ、相談窓口も

設置しました。三沢市の雇用対策として１０

名雇い入れ、派遣切れで住居を失った方のた

めに雇用促進住宅を１０戸準備し、万全の体

制でした。しかしながら、相談件数は２件と

少なく、雇用促進住宅への入居希望者もな

かったと聞いています。

三沢市の場合、公務員、基地従業員などの

割合が高いという地域の特性からか、この経

済危機の影響はそれほど受けていないようだ

と安堵しておりました。しかしながら、この

５月ごろから、私の耳に４名もの自殺者の情

報が入ってきました。その自殺された方の知

人、親戚の方々から事情を聞くことができま

したが、原因は、仕事がないことや借金を苦

にして自殺されたと言うのです。

ことしになって、国、県、市が緊急経済雇

用対策等に力を入れ、取り組んできたにもか

かわらず、なぜこのような事態が起こってい

るのでしょうか。そこからはじかれた人たち

がいるのではないか、または、相談に行けな

いまま命を絶たれたのか、私の耳に入っただ

けで４名もいるということは、もっと自殺者

がいるのではないか、そして、今現在も悩ん

でいる方々が潜在しているのではないかと考

えざるを得ません。

そこで、ことしに入ってからの三沢市にお

ける自殺者の数を伺います。

次に、これまでも自殺対策についてはさま

ざまな公的相談機関が設置されております

が、相談には、役所に出向かなければなりま

せん。人に見られたくないという事情や、気

の小さい方の場合、相談を受けにくくなって

います。弁護士事務所に直接ともなれば、相

談料が心配という方もいます。また、この経

済・雇用悪化の影響による自殺者は、借金に

悩んで自殺に追い込まれているケースが多い

と言われています。

このような実態を踏まえて、多重債務等の

借金問題解決に向け、プライバシー保護に配

慮した相談専用の直通電話の設置が必要だと

考えますが、市としての対応を伺います。

次に、第４の質問ですが、雇用対策につい

て伺います。

ことし、経済危機による深刻な雇用悪化が

社会問題となり、４月から、国の交付金事業

に基づき緊急雇用創出事業、ふるさと雇用再

生特別交付金事業の二つの事業が創設されま

した。さらに、６月の補正予算においても、

国の補正予算に関する緊急雇用創出対策事業

費補助金補助事業により、雇用を創出するこ

とになっています。この雇用の形態は、各機

関に委託するとなっていますが、この事業の

趣旨は、深刻な雇用悪化により、リストラや

仕事につきたくてもつけない、そのために生

活が困難になっている方を優先的に救うこと
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を目的とするため交付されるものであり、採

用に当たっては、そのことが十分配慮されて

いなければなりません。委託といっても、市

がしっかりと監督するべきものです。

そこで、伺います。

緊急雇用創出事業における求人内容、求人

数、応募者数、採用基準はどのようにされた

のか。

また、ハローワーク三沢における有効求

職・求人状況から、７月では、求職者が２,

３８７名に対し求人は６７３名ということで

厳しい状態は続いています。三沢市の雇用対

策における求人にも限界はあるでしょうが、

このような状況を踏まえ、さらに市独自の雇

用対策として、道路補修や福祉従事者等の人

員を拡充してはどうか。また、民間企業に対

する雇用支援の考えはあるか、伺います。

執行部の建設的政策提案を期待し、以上を

もちまして一般質問を終わります。

ただいまの３番奥本○議長（馬場騎一君）

菜保巳議員の質問に対する執行部の答弁を求

めます。

市長。

ただいまの奥本議員○市長（種市一正君）

さんの御質問のうち、基地問題については私

から、その他については副市長等からお答え

をさせますので、御了承願いたいと思いま

す。

まず、米軍人・家族の基地内居住義務化の

方針に関しましては、去る８月３１日に、米

軍三沢基地司令官に対しまして、馬場議長さ

ん並びに小比類巻基地対策特別委員長さんと

ともに直接要望を行ってまいりましたが、そ

の件につきましては、日本政府の予算で建設

した基地内住宅の入居率が低いことから、基

地内住宅をあけないようにという日本政府の

意向を受けた、在日米軍司令部の方針による

ものであるということでありました。

現在、基地内の住宅の入居率は約７５％で

あるとのことでありますが、直ちに基地外に

住んでいる米軍人・家族を基地内の住宅に移

動させる考えはないとのことであり、司令官

からは、今後においても地域経済への影響を

最小限にとどめるよう配慮していくとの回答

でありました。

三沢市といたしましては、基地内住宅の入

居の状況並びに基地外における貸し家の状況

等、実態の把握に努めるとともに、どのよう

な影響がどの程度出ているのかなど、慎重に

見きわめてまいりたいと考えてございます

が、三沢市の経済に大きな影響が出ないよう

に、これまで同様、米軍人・家族、基地外住

居の機会が確保されますように、関係機関と

の連携を図ってまいりたいと考えております

ので、御理解を賜りたいと思います。

次に、基地問題の第２点についてお答えを

いたします。

日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力

及び安全保障条約第６条に基づく施設及び区

域並びに日本国における合衆国軍隊の地位に

関する協定、いわゆる日米地位協定の見直し

に対する三沢市の考え方でありますが、地位

協定は、御案内のように、日本国とアメリカ

合衆国との間で締結された国家間の条約であ

りまして、国において、その時々の問題につ

いて、地位協定の運用の改善によって機敏に

対応していくことが、合理的であると考えて

おるわけであります。

政権交代することによりまして、この方針

が転換されるかどうかはいろいろ議論されて

おり、転換されるかどうかは不明であります

が、当市といたしましては、現在のところ、

地位協定の見直しを求める考えはありません

ので、御理解を賜りたいと思います。

また、当市が基地の関係について基本理念

として掲げております、いわゆる基地との共

存共栄とは、同じ行政区域に生活をしている

市民と米軍人・軍属及びその家族の方々が、

お互いの利益を追求することなく、さまざま

な交流を通じまして、幸せで楽しい生活を送

り、お互いの生活の質を向上させるという趣

旨であります。このことから、これまでと同

様に、基地との良好な関係を保持してまいり

たいと考えておりますので、御理解をいただ
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きたいと思います。

以上であります。

副市長。○議長（馬場騎一君）

住民投票条例につ○副市長（大塚和則君）

いての御質問にお答えをいたします。

住民投票条例とは、地方自治体の重要な課

題について直接住民の意思を確認するため、

住民投票発議の要件や実施の手続を各自治体

が独自に定める条例であります。

条例の形態といたしましては、住民の意思

を確認する必要が生じた場合に、当該個別案

件に限り、首長や議員提案または住民の直接

請求により、その都度、議会の議決を経て制

定される個別設定型の条例と、住民投票の対

象事項や発議の方法をあらかじめ設定してお

く常設型の条例がございますが、昨今では、

自治体運営やまちづくりの基本原則を定めた

自治基本条例やまちづくり条例における住民

参加の実現手法として、住民投票を規定する

条例がふえつつあると言われております。

住民投票につきましては、自治体の政策決

定などに当たって、住民参加の機会を保障

し、住民の意思を直接自治体運営に反映させ

る直接民主主義制度でありますが、住民自治

や住民参加を促進する上で、その意義を積極

的に認める意見がある一方で、間接民主主義

制度として我が国の憲法並びに地方自治法に

定めがあり、市民の代表である議会制度に相

反するのではないかなどのさまざまな議論が

あるところであります。

市といたしましては、重要事項の決定など

に際しましては、これまでも、議会への御説

明や地域懇談会の開催等を通じ、議員の皆様

や市民の御意見を最大限反映しながら市政運

営を進めてきており、直ちに住民投票条例の

制定が必要であるとは考えておりませんが、

条例の制定に向けた対応が必要になった場合

には、議員の皆様や市民の御意見を伺いなが

ら慎重に検討してまいりたいというふうに考

えております。

以上でございます。

健康福祉部長。○議長（馬場騎一君）

自殺対策○健康福祉部長（米田光一郎君）

の御質問にお答えいたします。

はじめに、当市の自殺者数でありますが、

現在、確定、把握している平成１９年では、

男性５人、女性２人で、合計７人となってお

ります。

健康問題や雇用問題、債務問題につきまし

ては、市の関係部署や各関係機関等で問題を

お聞きし、解決に向けての取り組み等を行っ

てきております。

御質問の多重債務問題などにつきまして

は、三沢市で随時行っている消費生活相談の

中でも多重債務の相談を受けているところで

ありますが、さらに、市の主催及び法テラス

青森主催の弁護士による法律相談を市民相談

室で毎月実施しております。また、社会福祉

協議会におきましても、毎月、弁護士による

法律相談を行ってきております。

このうち、２０年度における債務問題の受

理件数は、市民相談室での市主催の法律相談

で４件、消費生活相談で２件、社会福祉協議

会での法律相談で７件となっております。こ

の債務相談につきましては、本人の状況に応

じた弁護士による的確なアドバイスが問題解

決へとつながるケースが多いことから、今後

におきましても、各種法律相談事業の周知を

図ってまいりたいと考えております。

また、心の健康づくりの分野に関しまして

も、出前講座等での個人や地域での対応方法

や相談窓口の周知、支援体制の充実等を図っ

てまいりたいと考えております。

経済部長。○議長（馬場騎一君）

雇用対策につい○経済部長（桑嶋豊士君）

ての第１点目、現在、市が国の予算を受けて

行っているふるさと雇用再生特別対策事業及

び緊急雇用創出対策事業の内容、求人数等に

ついてお答えをいたします。

まず、内容につきましては、現在１０の事

業を実施しており、その業務内容は、公園や

農道、水路、漁港、ビードルビーチ等の清

掃、草刈り、不法投棄の見回りや花植え・芝

張り作業、あるいは観光商品の開発、商店街
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のオリジナル商品の開発、それから市の行政

史文書のデータベース化などの業務となって

おり、民間企業等に委託をし、雇用を創出し

ております。

雇用人数は、これまでのところ、合計で３

８人であり、ハローワークにおいて募集をし

た結果、重複して募集した人を含めまして、

延べで１４５人の応募があったところであり

ます。

また、採用に当たっては、ふるさと雇用再

生特別対策事業においては、失業者及び非正

規労働者を対象とし、緊急雇用創出対策事業

においては、離職を余儀なくされた非正規労

働者及び中高年齢者等の失業者を対象といた

しております。このような事業の趣旨を踏ま

えつつ、受託機関が履歴書などの書類と面接

によりまして、業務に必要な本人の能力や意

欲などを推察し、採用者を決定しているとこ

ろでございます。

次に、第２点目の市独自の緊急雇用対策と

して、道路補修や福祉充実等の人員を拡充し

てはどうかとの御質問につきましては、現

在、市において臨時職員やパート職員を適宜

雇用しておりますことから、当面は国からの

予算で実行できるふるさと雇用及び緊急雇用

創出対策事業などの基金を活用し、市のさま

ざまな業務におきまして雇用創出してまいり

たいと考えております。また、県において

も、直接ふるさと及び緊急雇用創出対策事業

を実施しておることから、県に対して、三沢

市民の雇用につながるような形での事業の実

施を求めてまいりたいと考えております。

次に、第３点目の民間企業に対する雇用支

援の考えはあるかについてでありますが、現

在、国において、企業が従業員を解雇せずに

休業等で雇用を維持した場合に、休業手当の

８割以上が助成をされる中小企業緊急雇用安

定助成金制度や、障害者やフリーターを雇用

する企業に奨励金を支給する制度を実施して

おりまして、最近は、さらに支援内容が充実

され申込者も多いことから、市といたしまし

ては、当面、広報や雇用対策協議会の中で、

これら国の制度につきまして有効活用できる

ように、企業や関係機関の周知を図ってまい

りたいと、このように考えております。

３番。○議長（馬場騎一君）

それでは、３点ほ○３番（奥本菜保巳君）

ど再質問をさせていただきます。

まず、基地問題の米軍人・家族の基地内居

住について再質問させていただきます。

基地外居住を制限しないように求める要望

書を、種市市長と馬場議長の連名でスティル

ウェィ司令官に手渡したとありますが、要望

書の内容についてお聞きします。

この一連の要請行動は、三沢米軍貸家協会

からの要望を受けてのことだと思いますが、

貸家協会による要望書の内容の一節にこうあ

ります。「つきましては、この方針を見直

し、これまで以上に米軍人等の基地外居住を

推進していただくよう、貴職から米軍三沢基

地に対し要請していただきたくお願い申し上

げます」とあります。まず、この文面どお

り、市としてこの内容で要請されたのです

か、要望されたのですかということ。

あと、私は、この一連の要望・要請行動に

関して、行政としてどうなのかと大変疑問に

感じています。まず、米軍人の基地外居住と

もなれば、一般市民の生活圏の中に居住する

ことになります。治安のことを考えた場合、

いかがなものか。日米地位協定第９条２で

は、合衆国軍隊の構成員及び軍属並びにそれ

らの家族は、外国人登録及び管理に関する日

本国の法令の適用から除外されるとありま

す。自治体でもその実態を掌握するのは大変

困難だというふうになっています。

要するに、米兵や軍属、その家族は住民登

録をしなくてもいいのです。だから、どうい

う人が住んでいるのかわからないという実態

があります。これまで米軍関係者の事件・事

故ということを考えたときに、やみくもに基

地外居住を推進していいのでしょうか。

沖縄の北谷町長さんは、三沢とは別に、

今、基地内の推進というものをしているわけ

ですけれども、三沢以上に規模が大きいの



― 54 ―

で、経済的に打撃を受けると思うのです。し

かし、町長さんは、基地内居住に対して歓迎

の立場をとっている。家族持ちだけでなく、

単身者も基地内に入れてほしいと、こういう

コメントを出しています。これは、住民の安

心・安全を第一に考えているということでは

ないでしょうか。

また、昔からこういうふうなことが繰り返

されてきたわけですけれども、これまで、政

府に対しても貸し家組合から陳情はあったよ

うですが、自治体から、こういうことに関し

ての陳情はないということなのです。ですか

ら、今回の三沢市の要請行動は行政としては

いかがなものかと、大変疑問が残ります。

貸家協会の方々が米軍に対して要望して、

きちんと責任をとってもらう。それは、その

方たちの要望であって、それはそれでいいと

思うのですけれども、行政が方針の見直しを

要望するべきではない、要請するべきではな

いと思いますけれども、その点について市長

の見解を伺います。

次に、自殺対策について再質問させていた

だきます。

このような経済悪化による自殺者数という

のは、警察はことしから、緊急事態ですから

１カ月ごとに公表するというふうになってい

ます。今聞いた数字は、平成１９年の数字で

すね。ことしの実態というのものは、今こう

いう経済危機で本当に大変な状態です。しっ

かりと今の実態を把握するということが一番

大事なことだと思います。これ以上犠牲者を

出さないように努力しなければならないと思

うのですけれども。

私は、ことしの２月に、宮城県の栗原市

に、自殺の原因となっている多重債務者対策

について個人視察してきました。きのうもテ

レビに栗原市が取り上げられていたのですけ

れども、大変この取り組みが一生懸命といい

ますか、成果を上げています。

自殺は追い込まれた末の死であり、多重債

務・借金の社会的要因については、相談・支

援体制の整備という社会的取り組みにより自

殺を防ぐことが可能です。栗原市の取り組み

ですけれども、栗原市は、命を守る緊急総合

対策の一環として、専用の多重債務の電話設

置や、仙台弁護士会との連携により自殺者数

を激減させています。その相談電話の周知に

は、広報はもちろんなのですが、自殺防止

キャンペーンのチラシを作成して、市長、議

長が先頭にイベントでチラシを配布したり、

市民の目につくあらゆる施設にポスターを

張ったりして徹底的に周知して、成果を上げ

ています。

三沢市でも、ことしは本当に緊急事態だと

思います。私も、今まで４名もの自殺者がい

るというのをはじめて聞きました。今まで生

きてきてはじめてです。ですから、今のこの

実態をしっかりとつかんで、これまで以上に

取り組みに力を入れなければならないと思い

ます。

また、栗原市では、多重債務者向けに、地

元の信用金庫に１億円預託する「栗原市のぞ

みローン」を創設して、多重債務者を救済し

ています。三沢市でもこのような新しい融資

制度創設プロジェクトを立ち上げてはどう

か、これを伺いたいと思います。

次に、３点目の再質問をさせていただきま

す。雇用対策について再質問いたします。

本来の雇用対策というのは、もちろん景気

対策を一緒にしなければならないわけです。

けれども、やはり景気がよくなるのには時間

がかかります。今は、やはりセーフティー

ネット的な雇用対策というのが急務だと思い

ます。それが国からの交付金による緊急雇用

創出事業等なのですが、この趣旨というの

は、先ほど部長さんもおっしゃっていました

けれども、セーフティーネットですから、本

当に生活が困難になっている方を優先するべ

きだと思うのです。そこのところを、これか

らの採用の際には、委託であっても直接雇用

であっても重点的に考慮して、市として適正

に、この事業の趣旨に沿って交付金が活用さ

れるよう監督管理するべきだと思います。そ

の点について伺います。
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以上、３点について伺います。

答弁願います。○議長（馬場騎一君）

市長

再質問にお答えをい○市長（種市一正君）

たします。

基地の問題でありますけれども、いわゆる

貸家協会といいますか、その要請を受けてそ

のまま要請したのではないかと、そういう御

指摘だと思います。要請は、市に対して、あ

るいはまた防衛事務所に対してもやったよう

でありますけれども、いずれにしても、市民

の声として私が受けたわけでありまして、た

だ、それがあったから云々ではなくて、それ

も一つの要望ということで、市民の実態とい

うものを把握しながら、当然それを上につな

ぐということになりますが、行政としてもそ

ういう厳しい状況をかんがみて、急激な経済

的な問題が起きないようにということで御要

請申し上げた、こういうことであります。

それから、まちづくりに対して、基地に依

存しないまちづくりをするべきだと、いわゆ

る沖縄の関係については、むしろ中に入るこ

とを歓迎しているのだということであると思

いますが、依存するしないは別としても、現

実に基地があるわけでありますから、申し上

げたように、共存共栄を基本理念として掲げ

ながら、やはり基地とのかかわりを最大限活

用して市民の幸せのためにやっていくという

のが、私の首長としての役目だと思っており

ます。

以上であります。

民生部長。○議長（馬場騎一君）

自殺と多重債務○民生部長（宮崎倫子君）

の関連という問題が一つございますけれど

も、三沢市におきましても、生活環境課生活

対策係を多重債務などを含む消費生活問題に

かかわる窓口として、随時相談を受け付けて

おります。消費生活相談のために電話、ある

いは直接市役所に来られた市民の方々に対し

ましては、相談内容の聞き取りを行って、回

答できるものはその場で回答しておりますけ

れども、多重債務の整理には、まず任意整

理、特定調停、個人版民事再生、自己破産な

どの方法がありますけれども、これらは全部

法律上の専門知識、破産法、民事再生法ある

いは調停法など、こういったふうな専門的な

知識を持っていなければ対応できないという

ことで、市や社会福祉協議会、それから法テ

ラス青森が行っている弁護士による無料法律

相談や、青森県消費者生活センターなどを紹

介しております。

このようなことから、新たな融資制度が必

要かどうかということも含めまして、今後、

研究してみたいというふうに考えておりま

す。

以上でございます。

経済部長。○議長（馬場騎一君）

ふるさと及び緊○経済部長（桑嶋豊士君）

急雇用事業につきまして、より生活に困って

いる人を優先して雇用すべきというふうなこ

とでございますが、雇用に当たりましては、

ハローワークが募集をし、受託機関におい

て、事業の趣旨を踏まえて、面接等を実施し

ながら採用を決定しているわけであります

が、今後とも委託、直接にかかわらず、雇用

に当たりましては、緊急的雇用の趣旨をさら

に周知し徹底してまいりたいと、このように

思います。

３番。○議長（馬場騎一君）

基地問題について○３番（奥本菜保巳君）

再々質問をさせていただきます。

先ほど市長さんのほうから、市民の要望を

聞いて司令官のほうに出したとおっしゃって

おりましたが、やはり行政としてという立場

をしっかりと私は認識しなければならないの

ではないかと思うのです。

例えば、私は、貸家協会の方たち、市の経

済に打撃があっていいというふうには思って

いません。貸家協会の方々は、返済、そうい

うふうなものを抱えていくということは大変

なことです。しかし、それはそれでしっかり

米軍に責任をとってもらうなり、抗議するな

りすればいいと思います。

しかし、行政として市民の声を上げたと言
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いますけれども、これまで米軍による事件・

事故で被害を受けられた方たち、そういった

方たちが、例えば基地の中に入ってほしい、

よかったと思っている方がいたら、市長さん

はどうされるのですか。市民の方々一人一

人、こっちの要望、こっちの要望とあるわけ

ですから、私は、行政としてしっかりとその

辺を認識していただいて、対応をとるべきだ

と、このように思います。

私は、基地と共存ということは、今現在、

現実的にあるわけですから、基地を考えない

で、基地に依存しないでいいと言っているわ

けではなくて、やはりこのように経済が打撃

を受けるわけですから、農業なり１次産業な

り、新しいこれからの自然エネルギーにして

も、いろいろな産業があるわけですから、そ

ういった本当の三沢の独自のまちづくり、こ

ういったことにも取り組むべきではないかと

いう意味合いで、まず、いつまでも基地に

ばっかり頼った経済でどうなのですかと、そ

ういう意味合いで質問しました。それについ

てもう一度、市長さんに見解をお聞きしたい

と思います。

市長。○議長（馬場騎一君）

再々質問にお答えを○市長（種市一正君）

いたしたいと思います。

答弁は変わらないと思いますけれども、

我々がきのうからもいろいろ議論しておりま

すけれども、まさに「人とまち みんなで創

る 国際文化都市」、そういうことを掲げな

がら、しかも基地との共存共栄を掲げて今

やっているわけでありまして、当然ながら、

基地があるゆえにいろいろな問題、課題、騒

音の問題とかたくさんあります。あるいは、

おっしゃるようなことで、不祥事の問題もあ

るわけであります。

それはそれとして、いいとは言いませんけ

れども、何といいますか、軍人たち、あるい

は家族の綱紀粛正についても、これまでも

やってきましたし、これからもやっていかな

ければならないと思っております。

したがって、アメリカと日本との習慣の違

いとか、さまざまあるわけでありますけれど

も、やはり日本に住んでいただく限りは、法

律なり習慣をきちっとわきまえていただいて

生活していただくことになるわけであります

が、そのことをお互いに情報交換しながら、

徹底をさせていただきたいということで進め

ておるわけでありますので、そのことについ

て御理解をいただきたいと思います。

以上であります。

以上で、３番奥本菜○議長（馬場騎一君）

保巳議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

１０番堀光雄議員の登壇を願います。

１０番。○議長（馬場騎一君）

おはようございま○１０番（堀 光雄君）

す。市民クラブの堀光雄です。

通告に従いまして、財政問題と企業誘致問

題の２件について一般質問をさせていただき

ます。

最初に、財政問題についてであります。

急激な景気の悪化に伴い、平成２１年度の

普通交付税については、生活防衛のための緊

急対策に基づく地方交付税１兆円が増額さ

れ、厳しい雇用、失業情勢にかんがみ、地方

公共団体が雇用創出につながる地域の実情に

応じた事業を実施することができるよう、地

域雇用創出推進費や産業振興関係経費、医

療、少子化対策経費など、安心・安全対策及

び社会保障関係経費等の所要の経費が充実さ

れたところでありますが、いわゆる三位一体

の改革により、地方交付税の大幅な削減がな

されて以降、依然として国による地方財政制

度の改革動向においては、不透明な状況が続

いており、あわせて税収の減少など、現在も

厳しい財政環境に置かれているものと考えて

おります。

そのような中、本定例会においては、平成

２０年度決算の認定について審議が行われる

ところでありますが、平成２０年度決算に基

づく三沢市の財政状況について、３点につい

て伺うものであります。

１点目のお尋ねでありますが、財政健全化
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法による四つの財政指標についてそれぞれ示

し、あわせて、財政健全化団体に指定されな

いのか、伺いたい。

また、２点目でありますが、財政調整基

金、減債基金及び公共施設等整備基金の残高

と今後の見通しについて伺いたい。

３点目は、財政指標及び基金残高のそれぞ

れの評価と、その評価に基づく三沢市の財政

状況について伺うものであります。

次に、企業誘致問題についてお尋ねをしま

す。

現在、アメリカのサブプライムローンに端

を発した世界的な金融市場の混乱は、景気低

迷を続けていた日本経済をさらに冷え込ませ

る結果となり、当市においても企業経営等の

悪化から厳しい雇用環境となっております。

国においては、この経済危機に対して大規

模な緊急経済対策を講じ、当市においても、

当該対策の一環である臨時交付金の活用をは

じめとするさまざま景気対策事業に取り組ん

でいるところでありますが、国は既に景気に

対する基調判断を下げどまりとして、今後、

景気は回復に転じるような報道がなされてお

ります。しかしながら、地方における景気の

実感は相変わらず厳しい経済状況のままであ

り、国による景気対策が地方まで波及するの

か、または、一部大手企業だけが回復して終

わるのか、極めて不透明な状況にあります。

当市は、現在「人とまち みんなで創る

国際文化都市」を基本理念に掲げ、六つのま

ちづくり基本方針に基づきさまざまな事業を

展開しているところでありますが、特に今、

経済的な面で地域の活性化を図るためには、

働き暮らせるまちづくりを強力に推進する必

要があり、雇用・新産業創出の事業実施に当

たっては、現下の経済状況に即した取り組み

が大きなかぎを握るものと考えるものであり

ます。

ついては、今般、県に対する平成２２年度

の重点事業要望において、企業誘致等の推進

を最重点要望事項として掲げ、新たな産業分

野である太陽光発電関連企業の誘致に重点的

に取り組むことが示されたところでありま

す。

太陽光発電については、現在、国におい

て、一般住宅の普及率を高めるため、上限を

７０万円とする補助金制度があるほか、今

後、各家庭で発生した余剰電力を従来の２倍

にするという報道もなされており、今や太陽

光発電は地球温暖化防止策の一翼を担うエネ

ルギー産業であり、今後、急成長が見込まれ

る関連企業の誘致に期待を寄せるところであ

ります。

そこで、１点目のお尋ねでありますが、太

陽光発電関連企業の誘致に当たってどのよう

な戦略を持って推進していくのか、答弁をい

ただきたい。

次に、２点目でありますが、今後、当市の

公共施設において太陽光発電を導入する考え

があるのか、お伺いするものであります。

以上で、私の一般質問を終わります。御答

弁のほど、よろしくお願い申し上げます。

ただいまの１０番堀○議長（馬場騎一君）

光雄議員の質問に対する執行部の答弁を求め

ます。

市長。

ただいまの堀議員さ○市長（種市一正君）

んの御質問のうち、企業誘致問題については

私から、その他については関係部長から答弁

させますので、御了承願いたいと思います。

まず、太陽光発電でありますが、地球温暖

化問題への対処、経済成長牽引役としての期

待を持って、国が政策的にその普及あるいは

振興に努めておりまして、太陽光発電関連産

業は今後大きな成長が見込まれておるわけで

あります。また、電力会社におきましても太

陽光による発電量をふやす動きが見られ、東

北電力株式会社は、八戸市の火力発電所敷地

内にメガソーラーと呼ばれる大規模な太陽光

発電施設を設置する構想が、報じられておる

わけであります。

このようなことから、当市におきまして

も、今後の企業誘致活動等に当たりまして、

重点的に誘致する対象業種の一つとして太陽
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光発電関連企業を位置づけ、その情報収集に

今努めているところでありますけれども、景

気の回復がいまだ厳しい現下におきまして

は、誘致の実現はかなり難しい状況になって

いると思っております。

また、旧四川目地区など、広大な集団移転

跡地に太陽光発電施設を誘致することにつき

ましては、国の行政財産であることによる制

約の緩和を国に対して引き続き求めてまいり

たい、このように考えております。

一方、従来から市で設置している、いわゆ

る工業団地等におきましても、引き続き企業

を誘致するために、企業訪問やダイレクト

メールなどによりまして、当市の交通の利便

性や、あるいは安価な用地、冷涼な気候、あ

るいは豊富な人材などの利点を積極的にＰＲ

してまいりたい、このように考えておりまし

て、昨年度は、新たに環境エネルギー産業及

びその関連分野の企業を誘致するために、東

京都に所在する３社の太陽光発電関連企業を

訪問したところであります。

次に、第２点目でありますけれども、今

後、市の公共施設において太陽光発電を導入

する考えがあるかについては、他市における

公共施設への太陽光発電施設の導入効果につ

いて調査いたしましたところ、一般家庭とは

異なり、大きな電力を必要とする公共施設に

おいては、太陽光発電導入による電気使用量

の節約効果は非常に小さいと。しかも、設置

費の回収もできないという状況でありまし

た。

しかしながら、環境対策と景気対策を目的

とした、いわゆるエコ商品の普及に力を入れ

ている国では、政策として各自治体に太陽光

発電の積極的な導入を呼びかけておりまし

て、また、太陽光発電技術も今後急速に進歩

すると言われておりますことから、当市とい

たしましても、発電効率や、あるいはコスト

等が改善されるなどの状況を見きわめなが

ら、公共施設への導入ついても検討してまい

りたい、このように考えておりますので、御

理解をいただきたいと思います。

以上であります。

政策財政部長。○議長（馬場騎一君）

財政問題の○政策財政部長（澤口正義君）

３点についてお答えいたします。

まず、第１点目の財政健全化法による四つ

の財政指標についてであります。

地方公共団体の財政の健全化に関する法律

により、平成２０年度決算から、この健全化

判断比率が基準値を超える団体は、財政健全

化計画あるいは財政再生計画を議会の議決を

経て策定、公表し、改善に取り組むことにな

ります。

この四つの指標は、標準財政規模に対する

それぞれの割合で、実質赤字比率は一般会計

等の赤字額の割合をあらわし、連結実質赤字

比率は特別会計、企業会計も含めた全会計

ベースでの赤字額の割合をあらわすもので、

当市は、普通会計、特別会計ともに実質収支

が黒字でありまして、企業会計においても資

金不足が生じておりませんので、該当しませ

ん。

次に、実質公債費比率ですが、これは一般

会計等が負担する元利償還金と公営企業債の

償還に対する繰出金等を加えました返済負担

額の割合で、早期健全化基準２５％に対し、

当市では１９.６％であります。また、将来

負担比率につきましては、一般会計等が将来

的に負担すべき実質的な負債額の割合で、早

期健全化基準である３５０％に対して、当市

では１９６.１％であります。

したがいまして、平成２０年度決算による

当市の健全化判断比率につきましては、すべ

て早期健全化基準を下回っておりますので、

いわゆる財政健全化団体には該当しないもの

であります。

次に、第２点目の財政調整基金、減債基金

及び公共施設等整備基金の残高と今後の見通

しについてお答えいたします。

御承知のとおり、この三つの基金はそれぞ

れの目的に沿って積み立てられ、予算編成に

おいて財源不足が生じた場合、これを取り崩

し可能な基金として活用しているところであ
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ります。

これらの基金の平成２０年度末残高は、財

政調整基金が９億２,３７３万７,０００円、

減債基金が１４億５,９５１万８,０００円、

公共施設等整備基金が４億４,７９３万３,０

００円、合計で２８億３,１１８万８,０００

円となっております。

今後の見通しについてでありますが、中長

期的な財政運営において、例えば災害等不測

の事態に対応するためにも、できるだけ多く

の基金の確保が必要不可欠であると考えてお

ります。そのためにも、各年度においての決

算剰余金につきましては、財政調整基金への

積み立てを行っております。平成２１年度に

おきましても、平成２０年度歳計剰余金１億

９,９００万円をこの財政調整基金へ積み立

てる予定としております。

今後におきましては、減債基金及び公共施

設等整備基金につきましては、その事業年度

の計画及び目的に応じた増減はあるものと考

えられますが、特に財政調整基金につきまし

ては、可能な限り積み立てを図ってまいりた

いと考えております。

次に、第３点目の財政指標及び基金残高の

評価と、その評価に基づく三沢市の財政状況

についてお答えいたします。

財政健全化法による四つの指標につきまし

ては、先ほど申し上げましたとおり、当市で

はすべて早期健全化基準を下回っております

ので、その点では、厳しい財政状況のもと、

行財政改革の着実な実施によりまして、計画

的な収支均衡に努めてきた効果があらわれた

ものと考えております。

また、基金残高につきましては、特に国に

よる基準等は示されておりませんが、標準財

政規模に対する割合で見ますと、平成２０年

度決算においては２９.２％となっており、

これも厳しい財政状況のもと、特に低い数値

ではないものと認識いたしているところであ

ります。

しかしながら、今後、新病院建設事業やア

メリカ村整備事業などの大型事業に係る起債

償還や下水道事業などへの繰出金の増加によ

りまして、大変厳しい財政環境となることが

予測をされているところであります。したが

いまして、今後におきましても、随時、国の

地方対策等の動向を注視しながら、的確な情

報収集を行いまして、歳入確保の確実な実行

と、三沢市総合振興計画に基づき、重要度、

緊急度を踏まえた事業の選択と集中によりま

して、できるだけ基金の取り崩しに頼らない

持続可能な財政運営に努めてまいりたいと考

えております。

以上でございます。

１０番。○議長（馬場騎一君）

幾つか再質問した○１０番（堀 光雄君）

いと思います。

まず、財政問題でありますが、ただいまの

答弁によりますと、現状においては四つの財

政指標とも特に問題がないと、こういうふう

に受けとめました。

その上でお尋ねしますが、まず１点目とし

て、答弁の中で、行財政改革の着実な実施に

より効果があらわれたものと、そういうくだ

りがありましたけれども、ここのところ、少

し内容をお願いします。

それから、２点目でありますが、新病院建

設事業やアメリカ村整備事業の起債償還、つ

まり借金の返済で今後厳しい財政環境が予想

されるというふうにありましたが、そこで、

その起債額が幾らあるのか、資料がありまし

たら答弁願います。

それから、企業誘致問題についてでありま

すが、ただいま市長より太陽光発電の答弁を

いただいたところでありますが、率直に申し

上げて、恐らく事務方による答弁書というふ

うに思われますが、若干期待外れのところが

あります。私は、市長の考えはもっと前向き

な考えではないのかなと思っておりますが、

後で考えを伺いたいと思いますが。

いずれにしても、民主党政権が近々誕生す

るわけであります。総理大臣になるであろう

鳩山代表が、つい先ごろ、地球温暖化対策と

して、ＣＯ 削減を大幅に行うことを明言し２



― 60 ―

たわけであります。そういったことで、今

後、国の政策として、ますます予算も含めて

追い風になるのではないかなというふうに考

えます。

そのようなことから、市としては、ぜひと

も早いうち具体的な施策を計画することが重

要でないのかなと、そういうふうに思います

ので、その辺のところをいま一度、市長の考

えをお聞かせいただきたいなと思います。

市長。○議長（馬場騎一君）

再質問にお答えをい○市長（種市一正君）

たします。

この太陽光、いわゆるエコエネルギーの関

係でありますが、御案内のように、ことしの

重点事項の中にもそのことを明記しておりま

して、これから積極的に導入しよう、あるい

は誘致についてもそういう考えでいるわけで

あります。

ただ、移転跡地への工場誘致というのはい

ろいろ課題があるわけでありまして、申し上

げたように、騒音で移転された跡であります

ので、なかなか我々の意向というものは聞い

てくれないという、そういうものもあるわけ

でありますので、しかし、あれを維持してい

くためには、あのままの草ぼうぼうでは悪い

わけでありますので、何とかそういう方向を

見出すべく要請をしていきたいというような

ことで、申し上げたわけであります。

太陽光は、国も、議員御指摘のように、一

つのエネルギーの将来像というものの中で大

きく取り上げていかれるだろうと、私も承知

しております。十分勉強して、それらのこと

にアタックはしておりますけれども、さらに

強力にしていきたいと思っております。

以上であります。

政策財政部長。○議長（馬場騎一君）

財政問題の○政策財政部長（澤口正義君）

再質問にお答えいたします。

まず１点目、行政改革についてでございま

すが、いわゆる行革でありますが、この目的

というものは、我々市役所の行政組織の合理

化と財政健全化を確立することを目的に行っ

ております。三沢市におきましても、平成１

６年度から２１年度までの６カ年を期間とす

る第３次行政改革大綱を策定いたしまして、

さまざまな改革に取り組んでいるところであ

ります。

その取り組み内容を大まかに申し上げます

と、職員定数や給与等の削減、それから公共

施設の管理業務の見直しや廃止、また補助金

や負担金の見直しなど、昨年度まで５年間で

３８３件について実施をしてまいりました。

その結果、累計でありますが、約３６億円の

成果となりました。恐らくこのことは、現在

の厳しい財政状況の中ではありますが、財政

の維持、下支えといいますか、このことに大

きな貢献をしているものと認識しているとこ

ろであります。

それから、２点目の起債関係であります

が、前段の御答弁の中で申し上げました３件

の事業についてのみお答えをさせていただき

たいと思います。

新病院建設事業、それからアメリカ村整備

事業、そして下水道整備事業の３件でありま

すが、この３件の事業ともまだ完成しており

ません。完成しておりませんが、これまで借

り入れをしました金額で申し上げますと、新

病院に関しましては約２２億円、それからア

メリカ村整備事業では約２４億円、公共下水

道整備事業では約１２４億円となっておりま

す。

なお、新病院建設事業につきましては、今

年度の事業分として約３４億円ほどの起債の

借り入れが見込まれております。

以上でございます。

１０番。○議長（馬場騎一君）

ありがとうござい○１０番（堀 光雄君）

ました。

１点だけ、財政問題についてお願いしま

す。

今の答弁で、およその借金額はわかりまし

たが、この借金、起債は、いわゆる国からの

地方交付税に算入されるものなのかどうか、

そこのところを伺いたいと思います。
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政策財政部長。○議長（馬場騎一君）

財政問題の○政策財政部長（澤口正義君）

再々質問にお答え申し上げます。

先ほど申し上げました起債について、地方

交付税の算入に入るのかというお尋ねでござ

いますが、全部ではございません。いろいろ

なルールがあると思いますが、算入される制

度、仕組みとなっております。

後で、金額も堀さん○議長（馬場騎一君）

のほうに教えてください。

以上で、１０番堀光雄議員の質問を終わり

ます。

それでは、一般質問を次に移ります。

１１番春日洋子議員の登壇を願います。

１１番公明党の春○１１番（春日洋子君）

日洋子でございます。

通告の順に従い質問をしてまいります。

はじめに、障害者への就労支援についてお

伺いします。

これまでの数年間、私は、障害を持つ我が

子の将来に大きな不安を抱えている現状を折

に触れ聞いてまいりました。

保育園から小中学校を経、そして養護学校

を卒業した後、子供たちの行き場をどうした

らいいのか、大変悩んでいるということなの

です。このことは、養護学校を訪問した際に

先生方からも同様の訴えをお聞きし、就労の

機会を何とかつくってあげたいと痛切に願っ

ていらっしゃいました。また、精神障害が回

復した方からも、就職先がなく、生活に困窮

している実態も伺ってきたことから、去る７

月、私は、障害者への就労支援を先進的に取

り組んでいる施設を研修・視察し、現状打開

への手がかりをつかめればとの思いで、次に

紹介します授産施設に行ってまいりました。

はじめに訪ねたのは、宮崎県都城市にあり

ます知的障害者通所授産施設でありますなの

はな村です。ともに働くと書いて共働農場の

なのはな村は、霧島連峰をはるかに望む自然

豊かな一画にあります。

１９８６年に原野にくわを入れることから

始まり、障害のある方が施設の中だけで過ご

すのではなく、むしろ積極的にまちの中に出

ていき、多くの市民と触れ合い、みずからも

一市民として普通にその地域で暮らしていっ

てほしいとの願いのもと設立されています。

そのため、なのはな村は、土地を市から無償

で借り受け、にぎわいのあるまちなかに建て

られており、地域の方々と日常的に交流がで

きる環境にあります。

現在、知的障害の人たちが毎日自宅から通

い、有機無農薬の野菜づくりや養鶏などに汗

を流し取り組んでいます。丹精込めてつくら

れたこれらの生産物は、市役所内でのふれあ

いバザーや宅配などを通して多くの市民の

方々にお届けしています。さらに、なのはな

村では、オーガニックレストラン「遊楽」を

営業しており、食材は、みんなが畑でつくっ

た無農薬有機栽培の野菜で、調理や接客訓練

を受けながら、食事に訪れる地域の方々にも

喜ばれ、有意義な触れ合いの場を持つことが

できています。まさに設立時の願いどおり、

施設の中だけで過ごすのではなく、土を耕し

野菜を収穫し、地域に密着しながら生き生き

と働く姿が輝いて見えました。

次に訪れたのは、福岡県久留米市にありま

す医療法人のぞえ総合心療病院が母体となっ

て運営されている精神障害者授産施設、レス

トラン「ティア 風と虹の店」です。

精神科医療に取り組んでいるのぞえ総合心

療病院では、就労支援は究極のリハビリテー

ションであるとの考え方に立ち、２００３年

４月に通所授産施設としてレストラン「ティ

ア 風と虹の店」を開設しました。名前の由

来は、精神科リハビリの世界に風を起こし、

一般就労に虹をかけるという願いが込められ

ています。その基本理念は、福祉的就労では

なく一般就労を目指しています。そして、そ

の実現のためには、一般社会との連続性が必

要となるため、だれもが利用してくれるよう

な施設でなければならず、それならば、一般

就労を目指す授産施設でなければならないと

いう考えに至っています。

レストラン「ティア 風と虹の店」は、車
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の往来激しい表通りの国道に面した場所にあ

り、外見もしゃれた建物でした。バイキング

方式で、有機食材を用いた手づくりの家庭料

理レストラン「ティア 風と虹の店」では、

掃除から厨房、接客と、表から裏方まで仕事

の内容も多種多様であり、多くの働き手を必

要とします。そのため、多くの通所者を抱え

ることができることはもちろんですが、通所

者の能力や障害の程度、さらには希望にも合

わせることができます。私が訪れた日も、お

昼どき、多くのお客様が店内にあふれ、にぎ

わっておりました。

最後に、院長先生の、医療法人が行う就労

支援事業だからこそ、どこか体に優しい、そ

して、精神の専門家が行う事業だからこそ、

どこか心に優しい事業が展開できればとの温

かい言葉が胸に残りました。

以上、研修をさせていただいた２カ所は、

それぞれ知的障害と精神障害の方へ就労支援

を行っているものでしたが、共通していると

感じたことは、障害を持ちながらも生きがい

を持ち働いていること。そして、何よりもす

ばらしいと思えることは、施設の中にとどま

ることなく、まちなかに出て地域の人たちと

の触れ合いの機会を多く持てていることで

す。

また、去る８月２日と３日には、八戸市に

おいて、厚生労働省補助事業であります平成

２１年度全国精神障害者社会適応訓練事業研

修会青森大会が開催された旨をお聞きしまし

た。いただいた資料を拝見したところ、テー

マは「共に生きる・ともに歩む～『働きた

い』に応えるこれからの就労支援～」となっ

ており、中でも目を引いたのは、２００２年

１１月、県内ではじめて、精神障害者の自立

支援を目的として、精神保健職親会を設立し

たＮＰＯ法人八戸地域障害者職親会での実践

報告がなされていたことです。これまで、八

戸市は職親制度が進んでいるとの話題を耳に

してまいりましたが、どのように推進してき

たのか、その活動の一端をかいま見ることが

できました。

このような背景から、以下の３点について

お伺いします。

本市において、職親制度の推進はどのよう

になされているのでしょうか。また、就労に

意欲がありながらも就職できず、自宅で過ご

している障害者は何人程度いるのでしょう

か。さらに、今後、市として障害者への就労

支援をどのように進めていくのでしょうか、

そのお考えをお伺いします。

次に、女性特有のがん検診推進事業につい

てお伺いします。

若年性乳がんについてもっと知ってほし

い、若い人には自分と同じ思いを味わってほ

しくない。これは、乳がんを発症し、わずか

２４歳６カ月で生涯を閉じるその瞬間まで、

人を愛し、人に愛され、そして人を支え、人

に支えられた長島千恵さんの遺言です。

２年前の７月、「余命１ヶ月の花嫁～乳が

んと闘った２４歳 最後のメッセージ～」が

放送され、大反響を呼びました。その後、そ

れに関した本も刊行され、たちまち４０万部

を突破し、映画もことし５月９日から全国で

公開され、大変感動を呼びました。その主人

公が長島千恵さんなのです。そしてまた、千

恵さんの思いを、乳がん検診プロジェクト

「余命１ヶ月の花嫁・乳がん検診キャラバ

ン」が昨年から行われ、ことしも千恵さん号

は桜前線とともに３月末に沖縄をスタート

し、５月２２日、北海道札幌会場まで２９会

場で、約３,０００人の２０代、３０代の女

性が受診し、キャラバンを通して早期発見の

大切さを啓発していきました。

近年、乳がんや子宮頸がんに罹患する若い

女性が急増していることが指摘されており、

国においても公明党が強力に推進し、このた

び、乳がん検診、子宮頸がん検診の無料クー

ポン券が配付される女性特有のがん検診推進

事業が実現いたしました。今回の無料クーポ

ン券と検診手帳が受診対象者の手元に届くこ

とは、女性のがん対策にとって大きな意味と

効果があります。

なぜ女性の皆さんは検診に行かないので
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しょうか。それは、怖い、痛そう、恥ずかし

い、知らなかったという実態があるものの、

それは、これまでも女性のがん検診は公費助

成もあり、ある程度安価に行われてきました

が、女性の立場、目線に立った取り組みがな

されてこなかったことが受診率が伸びない原

因とされています。その意味では、これまで

とは考え方が大きく方向転換されることにな

ると思います。

年度途中での無料クーポン券配付というこ

とで、担当者には事務手続に負担をかけます

が、同じがん検診でも、今回の事業は、どう

か女性の皆さん、がんで大切な命を落とさな

いために検診を受けてください。そのために

私たちは最大限の工夫をしますという思いを

込めた事業として提案されたものです。

低い受診率をほうっておけば、がんによる

死亡率はますます上がり、医療コストも増大

していきます。検診費用の無料化も大事です

が、それ以上に、一人一人にがん予防の意識

が啓蒙されることで、長い目で見ると大きな

効果が期待されています。一家の太陽である

お母さんが倒れれば家庭はすぐに暗くなり、

未婚の女性ががんになれば母親が一番悲しむ

ことになります。全女性が元気で健康的な生

活を営むための第一歩として、せめてがん検

診だけは受けていただきたいと願うもので

す。

本市におきましても、いち早く無料クーポ

ン券配付に着手していただいたことが、対象

者である友人からの喜びの電話により知るこ

ととなりましたが、改めて本市においての実

施状況についてお伺いします。

また、自治体によっては、さかのぼって検

診費用が払い戻される取り組みをしていると

ころもあることから、本市においては、４月

以降、既に検診を受診した人に対してはどの

ように対応する方針なのか、お伺いします。

最後に、脳脊髄液減少症の相談窓口開設に

ついてお伺いします。

本年第１回定例会において、脳脊髄液減少

症の支援策についての質問を行い、市民及び

関係機関に広く周知するなどの取り組みをお

願いさせていただきました。

交通事故などで頭部や全身への強い衝撃を

受けたことが原因で脳脊髄液が漏れ、頭痛や

倦怠感、物忘れなど、さまざまな症状を見せ

るのが脳脊髄液減少症です。

県では、この病気で悩んでいる患者からの

電話相談窓口がこの７月１日に開設され、関

係者の間では、長年求めてきた対策が一歩前

進したと喜ばれています。電話相談では、こ

の病気に対応できる医療機関、県内３１カ所

の中から、患者の居住地に近い医療機関を紹

介、また、有効な治療法の一つとされるブ

ラッドパッチ療法を行う県内の医療機関の紹

介も可能となっています。深刻な病状とそれ

に伴う生活苦は切実であり、待望の相談窓口

が開設されたことは朗報であると思います。

そこで、本市においても、市民への周知を

していただきたく、その取り組みをお伺いし

ます。

以上で、私の質問を終わります。御答弁を

よろしくお願いいたします。

ただいまの１１番春○議長（馬場騎一君）

日洋子議員の質問に対する執行部の答弁を求

めます。

市長。

ただいまの春日議員○市長（種市一正君）

さん御質問のうち、福祉問題については私か

ら、その他については担当部長に答弁させま

すので、御了承願いたいと思います。

近年、障害を持つ方々の就労意欲や企業の

社会的貢献意識の高まりの中で、障害者雇用

は着実に進展してきております。

国の障害者雇用対策基本方針において、平

成１７年には在宅就業支援制度の創設、平成

２０年には障害者雇用納付金制度の中小企業

への適用拡大等、障害者雇用が一層促進され

るよう法改正がなされてまいりました。

御質問の職親制度につきましては、障害を

持つ方々の社会復帰に理解のある事業主に対

しまして、就労に向けての訓練を依頼し、社

会復帰の促進を図るための制度として、市内
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では、現在、２事業所が当該制度の適用事業

所となっているところであります。

これに対する働きかけにつきましては、現

在、総合社会福祉センター窓口に備えつけを

しております障害者しおりの中に職親制度の

内容を記載しまして、窓口において相談に応

じているところであります。

職親制度は、いまだ幅広い周知には至って

いないのが現状と考えておりますことから、

今後におきましても障害を持つ方々及び事業

者の方々により周知を図るために、各種福祉

団体と連携をとりまして、また広報等におい

てもお知らせをしてまいりたい、このように

考えております。

次に、就労に意欲あるものの、自宅で過ご

されている障害を持つ方々の人数であります

が、現在、障害者手帳をお持ちの方でハロー

ワークに登録されている方は９３名おりまし

て、雇用状況については、平成２０年度の１

年間に就労した件数が２５件ということでご

ざいました。

次に、市といたしましての障害を持つ方々

の就労支援につきましては、これまでも障害

者自立支援法における就労支援事業の周知を

行ってきたところでありますけれども、さら

に広報等で幅広くお知らせをしてまいりた

い、こう考えてございます。

また、福祉の窓口等で就労の相談等がある

場合には、職親制度の活用を含めて、ハロー

ワークや、あるいは民間の障害者福祉団体と

ともに連携をとりまして、互いに協力しなが

ら、障害を持つ方々の働きたいという意欲に

できる限りの支援をしてまいりたい、このよ

うに考えておるところであります。

なお、現在、お助けマンクラブというボラ

ンティア団体が職親会の発足に向けまして準

備を進めております。

また、障害のあるお子様をお持ちの保護者

の思いにつきましては、職親同士の交流など

を通じまして、障害者福祉の向上を市民の立

場から推進しようとする趣旨であると、この

ように聞き及んでおります。

これを発足させることによりまして、現行

制度に魂を吹き込むことができると期待して

いることから、市といたしましても可能な限

りの支援をしてまいりたいと、こう考えてお

りますので、御理解をいただきたいと思いま

す。

以上であります。

健康福祉部長。○議長（馬場騎一君）

健康問題○健康福祉部長（米田光一郎君）

の第１点目、女性特有のがん検診推進事業に

ついての御質問にお答えいたします。

市では、本年６月に国からの事業実施の通

知を受け、例年９月から実施しております婦

人科検診において、本事業の対象者が乳がん

検診と子宮がん検診の無料クーポン券を使用

できるように準備を進め、８月はじめには

クーポン券と女性のためのがん検診手帳の配

付を終えております。

また、検診希望者の増加を想定し、検診医

療機関の協力を得て、集団検診の検診日を６

日間追加し１８日間実施することとし、さら

にクーポン券を使用される方の便宜を図るた

め、今年度新たに、三沢中央病院では乳がん

検診、市立三沢病院では子宮がんと乳がんの

個別検診を可能としたところであります。

受診の手続については、まず、対象者の方

に希望する検診の内容、日時、集団または個

人の別及び受診する医療機関等を保健相談セ

ンターに申し込んでいただきます。市の担当

者が医療機関との調整を行い、検診日を通知

し、受診していただきます。検診日にクーポ

ン券を提出することで自己負担がなくなり、

無料となります。検診結果の通知及び検診後

の保健指導は市が行います。

なお、今回のクーポン券の使用期限は、平

成２２年３月３１日となっております。

次に、クーポン券の交付前に検診を受けら

れた方への対応でございますが、市が実施し

た乳がんと子宮頸がんの検診の受診者につき

ましては、一定の手続をしていただくことで

自己負担金または検診費用を償還いたしま

す。
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市では、健康増進法に基づく各種がん検診

事業を実施し、市民の健康増進と正しい健康

意識の普及啓発に努めておりますが、さらに

積極的な受診勧奨と検診体制の充実に努め、

受診率の向上を図ってまいりたいと考えてお

ります。

次に、健康問題の御質問の２点目について

お答えいたします。

近年、交通事故やスポーツ外傷等による頭

部や全身への強い衝撃によって、脳脊髄液が

漏れ出し、減少することによって、頭痛、頸

部痛、めまい、倦怠、不眠、記憶障害等のさ

まざまな症状を呈する脳脊髄液減少症と呼ば

れる疾患が起こるのではないかとされており

ます。

現在、この疾患につきましては、国におい

て、専門家による医学的な解明を進めている

段階であり、いまだ定まった知見や治療法が

確立してはいないため、診療が行うことがで

きる医療機関に関する情報を得られずに、苦

労なさっている方がたくさんいます。

県では、このような状況を踏まえ、いわゆ

る脳脊髄液減少症によるさまざまな症状に対

し、診療を行うことができる医療機関の情報

を集めるとともに、県の相談窓口を設け、最

寄りの医療機関をお知らせする等の対応を

行っております。

三沢市におきましても、県の相談窓口を広

く市民に周知するため、広報やマックテレビ

の文字放送に掲載し、市民に周知を図ってま

いりたいと考えております。

以上であります。

１１番。○議長（馬場騎一君）

障害者の就労支援○１１番（春日洋子君）

について、市長より御答弁をいただきました

けれども、その答弁の中で、職親制度を登録

されているこの２事業所に何名、現在雇用さ

れているのでしょうか、お聞きしたいと思い

ます。

また、広報活動の上では、私は、担当者が

直接事業所に足を運び、そして、さまざまな

職親制度の趣旨等、理解を求めることが職親

制度の推進につながるのではないかと思いま

す。広報で資料等だけの配布ではなしに、具

体的な担当者との対話の中から推進されるも

のではないかと思いますけれども、こういう

取り組みはいかがでしょうか。

実は、先ごろ青森市におきまして、障害者

雇用を促進するための福祉の店がオープンい

たしました。場所は、青森駅前のアウガ４階

ということですけれども、促進に向けては、

国のふるさと雇用再生特別支援金を活用して

いるということなのです。障害者研修支援事

業という名目で、県の社会就労センター協議

会に委託して事業を展開しているというふう

になっておりました。

私どもの三沢市の中での授産施設を訪ねて

みますと、収入の大半が空き缶の収集になっ

ているようです。木工製品等も実はつくって

おりますけれども、つくられたものが、例え

ば福祉センター、また市民の森等、販売とい

う形よりも、私が直接拝見して、道の駅の中

でもそうですけれども、売店の中にはあるも

のの、販売にはどれだけつながるのかなとい

う思いがあります。

この青森市の取り組みがとても興味深いな

と思うのは、施設の方たちがつくられたクッ

キーやお菓子類、また手芸品、木工製品など

が、福祉の店１カ所に集められ、マネジャー

が１人おりまして、障害者の方たち自身が、

ここで６人新たに採用されてのオープンと

なっているのです。ですから、常にまちの中

に出て、そして市民と触れ合いながら障害者

の方たちが雇用されているという状況は、と

ても理想的だなというふうに思います。

こういう取り組み、また、三沢市の中では

有効な資源があり、土地が多くありますの

で、私が先ほど研修させていただいた中での

取り組みの中で、有効な資源を活用して、外

に出て、体を動かしながら収穫の喜び、つく

る喜び、そして売る喜び、まちの人たちとの

触れ合いの中で、障害者の方たちがそういう

生活をしていける取り組みを本市でも考えて

いただきたいというのが趣旨ですので、この
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点について、取り組みを改めてお伺いしたい

と思います。

次に、がん検診の推進事業についてですけ

れども、今回、乳がんと子宮頸がん検診の対

象者、年齢は決まっておりますけれども、市

内には、それぞれ対象者が何名ずつおいでに

なったのでしょうか。

また、国は、受診率の目標を２０１３年度

までに５０％に掲げておりますけれども、本

市での取り組みは、具体的にどのように受診

率の目標設定をしているのか、お伺いしたい

と思います。

来年３月までの間に無料クーポン券を使っ

て受診されることになりますけれども、約半

年ぐらいございますので、長い期間でありま

す。申し込みされていない未受診の方に、途

中で再度検診の勧めを行う、何かしらの形で

通知を出す、そういう取り組みが必要ではな

いかなというふうに思いますけれども、これ

は可能でしょうか。

中には、乳がん検診には行きたいけれど

も、マンモグラフィー検診には男性技師もも

ちろん多いわけです。期間も決められ、そし

て日にちも設定されている中で、市から、可

能であれば女性の検査技師を派遣していただ

けないか、そういう依頼ができないかという

ことをお聞きしたいと思います。

市長。○議長（馬場騎一君）

再質問にお答えをい○市長（種市一正君）

たします。

障害者への就労支援というようなことで、

市内で何人登録されているのかという質問で

あったと思いますが、登録事業所は、申し上

げたように２事業所ということで、楽晴会、

三沢製材所。楽晴会では、現在２名雇用され

ている、あるいは三沢製材所について１名雇

用していると、こういう状況になってござい

ます。

それから、制度の周知については、いろい

ろ御指摘があったわけですが、そのようなこ

とを十分配慮しながら、周知徹底に努めてま

いりたいと思っております。

健康福祉部長。○議長（馬場騎一君）

再質問の○健康福祉部長（米田光一郎君）

うち、広報担当者が直接足を運んだほうが効

果的ではないかという御質問ですが、これ

は、時間等の関係もありますが、ぜひやれる

ように検討してみたいと考えております。

あと、青森市にある福祉の店のような形態

のものの取り組みですが、現時点では、やる

ともやらないとも言えない状態です。これも

検討課題とさせていただきます。

女性特有のがん検診受診者の数ですが、こ

の事業の対象者、子宮頸がんにつきましては

１,３６６人、乳がんにつきましては１,４４

７人となっております。この受診率ですが、

議員さん御指摘のとおり、国、県は５０％を

目標としておりますが、三沢市でも平成２３

年度までに５０％を達成したいということ

で、先般の健康三沢２１計画の改正の際に、

健康推進対策協議会のほうで５０％という目

標を設定しております。

途中で、受診をする方への広報ですが、こ

れはぜひともやってみたいと、やるつもりで

準備しております。

それと、女性の検査技師の件ですが、これ

は検査機関と協議しないとなかなか難しいと

思いますので、協議はしてみたいと考えてお

ります。

以上であります。

１１番。○議長（馬場騎一君）

１点だけ質問、お○１１番（春日洋子君）

願いにもなるかと思いますけれども。

今回は、対象年齢を限定された無料クーポ

ン券の配付での受診率を高めるねらいですけ

れども、広く５歳刻みに、今年度当てはまっ

た年齢の方には、無料クーポンを利用して、

ぜひ受診をしていただきたいと思います。

今後の市としての取り組みですけれども、

大きな目的は、女性の皆様に、今の２０％の

受診率を欧米諸国並みに８０％までいくには

かなりの年数が必要かと思いますけれども、

広く啓蒙活動をするという意味では、啓発ポ

スターを市で作成して、例えばコンビニです
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とか商店、また美容院など、女性の皆様が足

を運ぶような場所に、啓発ポスターを作成し

て掲げる取り組みはいかがでしょうか。

また、例えばおいらせ町を走っておりまし

たら、のぼり旗が街頭に立っておりまして、

「年に一度はがん検診を受けましょう」とい

う文字が風になびいておりましたけれども、

何か三沢市でできることを、今後の啓蒙活動

の一環として取り組んでいただければありが

たいと思いますけれども、その点はいかがで

しょうか。

健康福祉部長。○議長（馬場騎一君）

がんの受○健康福祉部長（米田光一郎君）

診率向上のためにポスター等という御提案で

ありますが、ポスターも含めて、あらゆる手

段、ポスターは大変効果があると思いますし

自前でもできるものですから、検討してみた

いと考えております。

以上で、１１番春日○議長（馬場騎一君）

洋子議員の質問を終わります。

─────────────────

以上で、本日の日程○議長（馬場騎一君）

は終了しました。

なお、明日から１６日までは、特別委員会

審査等のため、本会議は休会となります。

次回本会議は、１７日午前１０時から会議

を開きます。

本日は、これをもって散会します。

午後 ０時０５分 散会


